
宮崎県製材保管等緊急支援事業実施要領

令 和 ２ 年 ７ 月 2 2 日
環境森林部山村・木材振興課

第１ 趣旨
住宅需要の激減が予想される中、原木需要が減退し、木材サプライチェーンの崩

壊が懸念されることから、住宅需要と原木需要における需給バランスを調整するダ
ム機能の強化を図ることを目的に、製材の天然乾燥用土場の整備等を支援する。

第２ 事業区分及び補助対象経費等
事業の区分は次に掲げるとおりとし、事業目的、事業種目、事業主体、事業内容

及び補助対象経費は別表に定めるところによる。
１ 保管場所確保助成事業
２ 天然乾燥土場整備助成事業
３ 製品流通助成事業

第３ 事業計画等
１ 事業計画書の提出

事業を実施しようとする事業主体は、事業計画書（別記様式第１号）を作成し、
知事に提出するものとする。

２ 事業計画書の添付書類
事業計画書には、知事が必要と認める書類を添付するものとする。

３ 事業計画の承認
知事は、事業計画書の提出を受けたときは、内容を審査した上で、予算の範囲内

において事業の実施を決定し、事業主体に対し事業計画を承認する旨の通知をする
ものとする。

４ 事業計画の変更
事業計画の重要な変更は、事業主体の追加又は変更とし、重要な変更に該当する

場合は、事業主体は、変更事業計画書（別記様式第２号）を提出するものとする。
ただし、宮崎県製材保管等緊急支援事業補助金交付要綱第８条第２項に定める承

認申請と同時に変更を行う場合は、同要綱に定める様式に、当該変更事業計画書を
添付するものとする。

第４ 事業着工届について
事業を着工した際は、補助金等の交付に関する規則（昭和39年宮崎県規則第49号）

第11条に基づき、事業の着工から30日以内に知事に事業着工届（別記様式第３号）
を提出すること。
なお、事業着工届には契約書、発注書等の写しを添付すること。

附 則
この要領は、令和２年７月22日から施行する。



別表（第２関係）

１ 保管場所確保助成事業

（１） 事業の目的
製材天然乾燥土場の借り上げ経費を支援することにより、保管場所の確保

を支援する。

（２） 事業内容及び補助対象経費
宮崎県木材協同組合連合会が、助成事業主体に対して行う製材天然乾燥土

場の借り上げに係る費用（賃借料）の助成に要する経費及び附帯事務費（人
件費、旅費、役務費）

（３） 事業主体
宮崎県木材協同組合連合会

２ 天然乾燥土場整備助成事業

（１） 事業の目的
製材天然乾燥土場を整備することにより、乾燥材ストック機能の強化を図

る。

（２） 事業内容及び補助対象経費
宮崎県木材協同組合連合会が、助成事業主体に対して行う敷砂利や鉄鋼ス

ラグほ装等に係る費用の助成に要する経費及び附帯事務費（人件費・旅費・
役務費）

（３） 事業主体
宮崎県木材協同組合連合会

３ 製品流通助成事業

（１） 事業の目的
製材工場から天然乾燥土場まで製材品を輸送する経費を支援する。

（２） 事業内容及び補助対象経費
宮崎県木材協同組合連合会が、助成事業主体に対して行う製材工場から天

然乾燥土場まで製材品を輸送する費用の助成に係る経費及び附帯事務費（人
件費・旅費・役務費）。ただし、助成する経費は運送事業者等との契約に基
づくものに限る。

（３） 事業主体
宮崎県木材協同組合連合会



別記
様式第１号（第３関係）

事業主体

作成年度

実施年度

令和 年度

宮崎県製材保管等緊急支援事業計画書

１ 保管場所確保助成事業 □

２ 天然乾燥土場整備助成事業 □

３ 製品流通助成事業 □

（注） 該当する取組についてチェック をいれること。



（事業計画）

第１ 事業計画
（１）事業の概要

取り組む事業区分毎の事業の内容、事業実施の方法及び事業効果等について記述する。

（２）事業主体の概要

助成事業主体 法人・任意団体の別 所在地 備考

（３）事業計画総括表

経費内訳
市 町 事業 施 工 事業費

事業種目 事業量 県 費 借入金 その他 備 考
村 名 主体 箇所名 (A)+(B)+(C) 補助金

(A) (B) (C)

製材天然乾燥土場
の借り上げ ㎡

製材天然乾燥土場
の整備のための敷
砂利や鉄鋼スラグ
ほ装等 ㎡

製材工場から天然
乾燥土場まで製材
品の輸送 ㎥

合計

（注） 備考欄に事業費の税抜価格を記入すること。



（４）事業費明細表

事業種目 積算額 積算基礎 委託先等

製材天然乾燥土場 円/月・m2× m2× ヶ月
の借り上げ

製材天然乾燥土場 円/m2× m2
の整備のための敷
砂利や鉄鋼スラグ
ほ装等

製材工場から天然 円/m3× m3
乾燥土場まで製材
品の輸送

（５）事業期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

第２ 添付資料等
１ 事業費の根拠となる資料（見積書等）
２ 製材天然乾燥土場の借り上げ及び製材天然乾燥土場の整備のための敷砂利や鉄鋼スラグほ装等については、位置図、平面図等
３ 製材工場から天然乾燥土場まで製材品の輸送については、製材工場及び天然乾燥土場が分かる位置図



様式第２号（第３関係）

事業主体

作成年度

実施年度

令和 年度

宮崎県製材保管等緊急支援事業変更計画書

１ 保管場所確保助成事業 □

２ 天然乾燥土場整備助成事業 □

３ 製品流通助成事業 □

（注） 該当する取組についてチェック を入れること。



（変更事業計画）
第１ 変更事業計画

（１）事業主体の追加又は変更の概要

助成事業主体 法人・任意団体の別 所在地 追加又は変更の別 追加又は変更する理由

（２）変更の内容

変更前 変更後 差し引き増減
事業種目 変更理由

事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金 事業費 補助金

製材天然乾燥土場 ㎡ 円 円 ㎡ 円 円 円 円
の借り上げ

製材天然乾燥土場 ㎡ 円 円 ㎡ 円 円 円 円
の整備のための敷
砂利や鉄鋼スラグ
舗装等

製材工場から天然 ㎥ 円 円 ㎥ 円 円 円 円
乾燥土場まで製材
品の輸送

合計

（注） 備考欄に事業費の税抜価格を記入すること。

（３）変更事業計画総括表及び事業費明細書は当初計画書の様式により作成すること。

（４）事業期間（変更） 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日



様式第３号（第４関係）

文 書 番 号
年 月 日

宮崎県知事 殿

補助事業者名
代表者職氏名

令和２年度宮崎県製材保管等緊急支援事業着工届

このことについて、下記事業に着工しましたので届け出ます。

記

１ 事業内容

事 業 名

事 業 種 目

助成事業主体名

施 工 箇 所 名

事 業 内 容

事 業 量

事 業 費

着 工 年 月 日

完成予定年月日

施 工 方 法

２ 添付資料
契約書、発注書等（写し）


